
【※別紙①】居宅介護支援業務の実施方法等について       

  

１ 居宅介護支援業務の実施  

① 事業所の管理者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に関する業務を担当させるものと

します。  

② 指定居宅介護支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対

し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行います。  

２ 居宅サービス計画の作成について  

① 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案作成に際しては、次の点に配慮します。  

ア 利用者の居宅への訪問、利用者及びその家族との面接により利用者の置かれている環境、立

場の十分な理解と課題の把握に努めます。  

イ 利用する居宅サービスの選択にあたっては、当該地域における指定居宅サービス事業者等に

関する情報を利用者またはその家族に提供します。  

ウ 介護支援専門員は、利用者に対して居宅サービスの内容が特定の種類、事業者に不当に偏る

ような誘導または指示を行いません。  

エ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案が、利用者の実情に見合ったサービスの提供と

なるよう、サービス等の担当者から、専門的な見地からの情報を求めます。  

② 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの利用を希望

する場合には、利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求めます。  

③ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案について、介護保険給付の有無、利用料等の利用者

のサービス選択に資する内容を利用者またはその家族に対して説明します。  

ア 介護支援専門員は、利用者の居宅サービス計画の原案への同意を確認した後、原案に基づく

居宅サービス計画を作成し、改めて利用者の同意を確認します。  

イ 利用者は、介護支援専門員が作成した居宅サービス計画の原案に同意しない場合には、事業

者に対して居宅サービス計画の原案の再作成を依頼することができます。  

３ 居宅サービス事業者との連絡調整およびサービス実施状況の把握、評価について  

① 介護支援専門員は、居宅サービスに位置付けた指定居宅サービス事業者等に対して、個別サービ

ス計画の提出を求めるものとする。 

② 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後において、居宅サービス計画の実施状況の把握（以

下「モニタリング」という。）を行い、必要に応じて居宅サービス計画の変更、指定居宅サービス

事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行います。  

③ 上記の把握に当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に

行うこととし、少なくとも一月に一回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接するとともに一月

に一回、モニタリングの結果を記録します。  

④ 介護支援専門員は、居宅サービス計画が効果的なものとして提供されるよう、利用者の状態を定

期的に評価します。  

⑤ 介護支援専門員は、その居宅において日常生活を営むことが困難になったと判断した場合、また

は利用者が介護保険施設への入院または入所を希望する場合には、事業者は利用者に介護保険施

設に関する情報を提供します。  
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４ 居宅サービス計画の変更について  

① 事業者が居宅サービス計画の変更の必要性を認めた場合、または事業者が居宅サービス計画の変

更が必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意をもって居宅サービス計画の変更を、こ

の居宅介護支援業務の実施方法等の手順に従って実施するものとします。  

５ 給付管理について  

① 事業者は、居宅サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、国民健康保険

団体連合会に提出します。  

６ 要介護認定等の協力について  

① 事業者は、利用者の要介護認定または要支援認定の更新申請および状態の変化に伴う区分変更の

申請が円滑に行われるよう必要な協力を行います。  

② 事業者は、利用者が希望する場合は、要介護または要支援認定の申請を利用者に代わって行いま

す。  

７ 居宅サービス計画等の情報提供について  

① 利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合には、利用者の居宅サービス計画作成が

円滑に引き継げるよう、利用者の申し出により、居宅サービス計画等の情報の提供に誠意をもっ

て応じます。 

８ 地域ケア会議における関係者間の情報共有について  

① 地域ケア会議において個別のケアマネジメント事例の提供の求めがあった場合には、個人情報の

保護を遵守し、これに協力するよう努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２頁） 

 



【※別紙②】   

居宅介護支援 サービス利用割合等 説明書 

 

①前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸

与の各サービスの利用割合 

訪問介護 ％ 

通所介護 ％ 

地域密着型通所介護 ％ 

福祉用具貸与 ％ 

 

②前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸

与の各サービスごとの、同一事業者によって提供されたものの割合 

訪問介護 〇事業所  ％ 〇事業所  ％ 〇事業所  ％ 

通所介護 〇事業所  ％ 〇事業所  ％ 〇事業所  ％ 

地域密着型通所介護 〇事業所  ％ 〇事業所  ％ 〇事業所  ％ 

福祉用具貸与 〇事業所  ％ 〇事業所  ％ 〇事業所  ％ 

 

③判定期間 （令和  年度） 

□ 前期（３月１日から８月末日） 

□ 後期（９月１日から２月末日） 

 

 

令和  年  月  日 

 

私は、本書面により、事業所から居宅介護支援の提供に際して、上記の内容について説明を受け、

同意しました。 

 

【利 用 者】 住 所                          

 

氏 名                         ㊞    

 

【署名代行者】 住 所                          

 

氏 名                         ㊞    



【別紙③-1】 

利用料及びその他加算などの費用について 

＜利用料金及び居宅介護支援費＞ 

要介護度区分 

 

取扱い件数区分 

要介護１・２ 要介護３～５ 

 

介護支援専門員１人当たりの利用

者の数が 45人未満の場合 

 

居宅介護支援費Ⅰ 

１０，８６０円 

 

居宅介護支援費Ⅰ 

１４，１１０円 

 

介護支援専門員１人当たりの利用

者の数が 45 人以上の場合におい

て、45以上 60未満の部分 

 

居宅介護支援費Ⅱ 

５,４４０円 

 

居宅介護支援費Ⅱ 

７，０４０円 

 

介護支援専門員１人当たりの利用

者の数が 45 人以上の場合におい

て、60以上の部分 

 

居宅介護支援費Ⅲ 

３,２６０円 

 

居宅介護支援費Ⅲ 

４,２２０円 

 ※介護支援専門員１人当たりの取扱い件数については、利用者の数（指定介護予防支援を行う場合に 

あっては、当該事業所における指定居宅介護支援の利用者の数に当該事業所における指定介護予防支 

援の利用者の数に３分の１を乗じた数を加えた数。）が 44 又はその端数を増すごとに一とします。 

※交通費・・無料です。  

※解約料・・解約についての料金は一切いただきません。 

 

 

＜利用料金及び居宅介護支援費[減算]＞ 

 

 

 

特定事業所集中減算 

 

正当な理由なく特定の事業所に 80％ 以

上集中等 （指定訪問介護・指定通所介

護・指定 地域密着型通所介護・指定福

祉用具貸与） 

 

 

１月につき２,０００円減算 

 

 

 

運営基準減算 

 

 

適正な居宅介護支援が提供できてい

ない場合 （※運営基準減算が２月以

上継続している場合は算定できな

い） 

 

 

基本単位数の５０％に減算 

 



【別紙③-2】利用料及び加算などの費用について（※要介護度による区分なし） 

加 算 加算額 内 容 ・ 回 数 等 

初 回 加 算 3,000 円 

新規に居宅サービス計画を作成する場合 

要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画を

作成する場合 

要介護状態区分が２区分以上変更された場合に居宅サービ

ス計画を作成する場合 

 

入 院 時 情 報 連 携 加 算 Ⅰ 

2,500 円 

 

利用者が病院又は診療所に入院した日のうちに、当該病院

又は診療所の職員に対して当該利用者に係る必要な情報を

提供していること 

※ 入院日以前の情報提供を含む  

※ 営業時間終了後又は営業日以外の日に入院した場合は、

入院日の翌日を含む 

入 院 時 情 報 連 携 加 算 Ⅱ 2,000 円 

利用者が病院又は診療所に入院した日の翌日又は翌々日

に、当該病院又は診療所の職員に対して当該利用者に係る

必要な情報を提供していること。  

※ 営業時間終了後に入院した場合であって、入院日から起

算して３日目が営業日でない場合は、その翌日を含む 

退院・退所加算（Ⅰ）イ  4,500 円 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利用者に係

る必要な情報提供をカンファレンス以外の方法により一

回 受けていること 

退院・退所加算（Ⅰ）ロ 

 

6,000 円 

 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利用者に係

る必要な情報提供をカンファレンスにより一回受けてい

ること 

退院・退所加算（Ⅱ）イ 

 

6,000 円 

 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利用者に係

る必要な情報提供をカンファレンス以外の方法により二

回受けていること 

退院・退所加算（Ⅱ）ロ 

 

7,500 円 

 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利用者に係

る必要な情報提供を二回受けており、うち一回はカンフ

ァレンスによること 

退 院 ・ 退 所 加 算 （ Ⅲ ） 9,000 円 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利用者に係

る必要な情報提供を三回以上受けており、うち一回はカ

ンファレンスによること 

通 院 時 情 報 連 携 加 算 500 円 

利用者が病院又は診療所において医師又は歯科医師の診察

を受けるときに介護支援専門員が同席し、医師又は歯科医

師等に対して当該利用者の心身の状況や生活環境等の当該

利用者に係る必要な情報の提供を行うとともに、医師又は

歯科医師等から当該利用者に関する必要な情報の提供を受

けた上で、居宅サービス計画に記録した場合は、利用者１

人につき１月に１回を限度として所定単位数を加算する 



ターミナルケアマネジメント加算  4,000 円 

在宅で死亡した利用者に対して、終末期の医療や ケアの

方針に関する当該利用者又はその家族の意向を把握した

上で、その死亡日及び死亡日前 14日以内に２日以上、当

該利用者又はその家族の同意を得て、当該利用者の居宅

を訪問し、当該利用者の心身の状況等を記録し、主治の

医師及び居宅サービス計画に位置付けた居宅サービス事

業者に提供した場合 

緊急時等居宅カンファレンス加算  2,000 円 

病院又は診療所の求めにより当該病院又は診療所の職員

と共に利用者の居宅を訪問し、カンファレンスを行い、

必要に応じて居宅サービス等の利用調整を行った場合 

 


